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市谷議員 要望項目一覧 
令和４年度９月補正分 

要望項目 左に対する対応方針等 

１．淀江産廃処分場問題について
地下水調査会は、「福井水源地には産廃計画地の地下水は影響しな

い」、「三輪山の清水には産廃計画地の地下水は影響を及ぼす可能性
は極めて低いものと推察される」との結果を報告した。しかし、淀江
町民の飲み水の６６％を賄う福井第二水源地の水源とされている
「第３帯水層」の地下水位は、産廃計画地では１３．６２（モニタリ
ング上流参考値）で、産廃計画地東側（福井水源地方面）１２．３３
（ＫＲ０２－№４ｰ１）であり、地下水が高い方から低い方へ、つま
り産廃計画地から福井水源地方面に向かうと考えるのが自然であ
る。しかも産廃計画地周辺の「第３帯水層」は全体的に地下水位の等
高線がなだらかであり、「地下水流行シミュレーション」で示された
各々の流れが混ざり合い、結果的に産廃計画地から福井水源地へと
入り込んでいく可能性は否定できないと考える。ところが「地下水流
行シミュレーション」には、産廃計画地の地下水位（モニタリング上
流参考値）は不十分なものだとして使われず、改めて産廃計画地の地
下水位を測定しなおして活用することもなかった。
更に、福井第二水源地の調査では、以前米子市水道局が行ったボー

リング調査結果はコアが不十分だったので使わなかったとしてい
る。しかし、米子市水道局にはボーリングコアの柱状図（記事有り）
がきちんと残されており、それは今回の地下水調査会が示す地層・地
質とは異なり、非透水層としている粘土層も確認されておらず、地下
水が地層の間を行き来している可能性がある。地質・地層分析につい
て、水道局と地下水調査会では違いがあるのだから、少なくとも福井
第二水源地については改めてボーリング調査を行うべきだったと考
えるが、結局なされていない。
８月９日に住民の求めで実施された説明会で、「なぜ改めて、産廃

計画地地下水位調査と福井第二水源地ボーリング調査をしなかった
のか」と尋ねたところ、調査会社の職員が、「全体を見て、権威のあ
る先生が判断した調査のやり方だから。あとは経済的効率性で判断
した」「もともとピンポイントで計画地から福井水源地への地下水流
行を調査するのではなく、委託されたのは流域全体の流れを解析す
ることだ」と答えたのには大変驚いた。住民の願いにも応えていな
い、不十分な地下水調査である。
同時に、今回の地下水調査結果をもってしても、この地域には豊か

地下水等調査は、計画地の地下水の流向等を把握することを目的としており、計画地
の地下水が福井水源地へ影響しないかということを確認するために、調査会の議論を
経て、その手法として計画地周辺を含む広域の地下水の流れを解析した。調査において
は、既往のボーリング資料等を可能な範囲で活用するとともに、更にこれを補完する新
たなボーリング調査で得られた必要十分な水理地質情報及び観測データを用いて詳細
な地下水シミュレーション解析を行い、その結果は、観測等に基づく各種分析結果とも
整合する科学的に信頼性が高いものであった。

なお、この度の地下水等調査では、「福井水源地への影響となるような懸念材料はな
い」との結果が得られており、計画を白紙にまで戻す結果ではないと考えている。

淀江処分場計画については、令和元年５月に設置手続条例の手続きが終了しており、
環境管理事業センターは地元住民の方々に対して丁寧に進めてきたところである。

この度、環境管理事業センターは、地下水等調査の結果を踏まえ、事業計画を再点検
するとともに、安全・安心な施設を設置するための対策に万全を期して、廃棄物処理法
の施設設置許可に向けた準備を再開するとの方針を決定し、許可申請等に要する経費
について県へ支援要請があり、県としては、センター事業の円滑な運営に向けて必要な
支援を行う。
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な地下水があり、計画地の地下水は塩川や海に流れていくことも分
かった。この淀江の地で、このまま、産廃処分場計画を進めてはなら
ない。淀江産廃処分場計画を白紙撤回すること。少なくとも、住民へ
の説明会や意見交換は始まったばかりであり、住民は納得しておら
ず、鳥取県環境管理事業センターが事業を進めるための予算を９月
議会に提案しないこと。

２．新型コロナ対策について
新型コロナ第７波は、まさに感染爆発である。８月１７日鳥取県発
表の新規陽性者数は過去最多の１，０８８人。「レベル分類」では「レ
ベルⅡ」とし、病床逼迫はしていないと判断しているが、人口１０万
人・週当たりの新規陽性者数１，０００人超えはレベルⅣ（２５０人
以上／週）であり、最大確保病床使用率は４７．７％とほぼレベルⅢ
（５０％）で、西部６２％、東部４６％、中部２０％とレベルⅢ超え
の地域もある。また重症病床使用者２名、８月に入ってからの陽性者
の死亡は１６名にも及び、連日のように亡くなる方が出る深刻な事
態である。県庁総動員の対応に心から敬意を表するが、国の無策を放
置すれば一層深刻な事態となる。「ＢＡ．５対策強化宣言」にふさわ
しい、強い対策を求める。
①人流によって感染が広がり、職員や子ども等を介して、高齢者施
設、医療機関、学校・保育施設のクラスターが発生している。感染
対策を呼びかけるだけでなく、補償とセットで適切な「行動制限」
を検討すること。

感染者の多くが軽症である中、行動制限を伴う要請を行うことは、社会経済活動に多
大な影響を及ぼしかねず、適切ではないと考える。
 社会経済活動の維持と医療のひっ迫の回避が両立できるよう、引き続き、適切な感染
防止対策を呼びかけることにより、感染抑制を図っていく。

②事実上感染者が登録しきれていないＨＥＲ－ＳＹＳの入力の簡素
化は必要だが、感染者数や個々の病状の把握は必要であり実施す
ること。そうしなければ必要な医療体制を計画的に整備できなく
なる。また、感染症法上の分類の２類から５類への引き下げは、医
療費や検査費用に自己負担が生じ、感染対策に逆行するため、時期
尚早である。今やってはならない。

国による全数把握の見直し方針を踏まえ、発生届の対象者へは従来どおりかかりつ
け医や保健所等による療養中の健康観察を実施するとともに、報告対象外となった方
にも、「陽性者コンタクトセンター」を新たに設置して、これまでの支援を格段に迅速
化し必要な療養支援を行う。

③在宅療養者への健康観察が電話で行われているが、基礎疾患があ
る者が咳がひどくても何の処方もなく自分で薬をもらいに行って
と言われたり、顔や全身状態も診ていなかったりと、非常に危険で
不安な状態である。重症化や命の危険に陥らないよう、在宅療養者
への医療や診療のあり方を改善すること。

極めて強い感染力を持つＢＡ．５の流行により、在宅療養者数もかつてないほど急増
している。
在宅療養者に寄り添い適時適切に医療を提供すべく、保健所のほか診療所や訪問看

護ステーション等によるきめ細かな健康観察を行うとともに、必要に応じて処方薬の
配達を行うなど、症状悪化時等の速やかな医療提供体制（対面診療・オンライン診療）
の整備を図っている。引き続き、在宅療養者への適時適切な医療の提供に努めていく。
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④病床不足や在宅療養の困難を克服するためにも、宿泊療養施設を
活用した臨時医療施設を開設すること。

令和４年１月に中部地区、同年２月に東部地区に宿泊療養施設を活用した臨時の医
療施設を開設し、宿泊療養者の診療のほか、在宅療養者の診療、病床確保等の取組を行
っている。

⑤８月末までの無料ＰＣＲ検査所、社会福祉施設・医療機関等の無料
ＰＣＲ検査を、見通しが持てるよう、早期に延長表明すること。

８月１８日に新型コロナウイルス感染症対策本部において、無料検査及び社会福祉
施設等への検査助成制度を９月末まで延長することを決定・公表した。事業期間の延長
については、感染拡大状況を踏まえ、今後も適切に判断していく。

⑥濃厚接触者となった医療従事者・介護職員・福祉職員が業務を続け
るために行う行政検査は、全額国負担とするよう国に求めること。
また、国が濃厚接触者の待機期間を７日間から５日間に短縮した
が、日本医師会が、科学的根拠が明らかでなく、感染リスクが高ま
ると指摘していた。濃厚接触者の待機期間は慎重に対応するよう
併せて国に求めること。

社会福祉施設職員や医療従事者のＰＣＲ検査費用については、地方創生臨時交付金
を活用して、施設等へ支援を行っているが、全額国負担するよう全国知事会を通じて要
望している。濃厚接触者の待機期間については、オミクロン株の特性や社会機能の継
続・維持を考慮し、エビデンスに基づき検討するよう全国知事会を通じて国に求めてい
る。

⑦早期発見、濃厚接触者の感染確認のため、抗原検査キットを、事業
所、学校、保健所などを通じて、各家庭に無料配布すること。また
抗原検査キットの結果が陽性であれば、自治体判断で新型コロナ
患者としての対応が可能であることを周知すること。

診療・検査医療機関において、陽性者が確認された場合には同居家族（濃厚接触者）
用抗原検査キットを無料配布している。また、当該抗原検査キットで陽性が確認されれ
ば、医療機関が遠隔診療により陽性者として診断し、症状に応じた薬剤処方等を行って
いただく「家族みんなで健康システム」をスタートさせており、ホームページ等で周知
を図っている。

⑧発熱外来が維持できるよう、廃止された入口トリアージの財政支
援を復活すること。

令和４年度診療報酬改定において、感染対策向上に関する加算が新設・拡充されてい
るなど、国において必要な措置が講じられており、既に終了している院内トリアージ実
施料特例拡充措置や感染症対策実施加算の復活を国に求めることは考えていない。

⑨医療従事者の中で感染が頻発している。医療機能が停止しないよ
う、発熱外来、入院治療、在宅治療、健康観察、回復者の療養、後
方支援医療、救急医療などの連携が一層強化されるよう、地域の医
療機関全体に財政支援すること。

医療機関における新型コロナウイルスの感染予防・感染拡大防止対策を推進し、地域
医療の継続・維持を図ることを目的として、「ＰＣＲ検査等支援事業補助金」や「夏休
み期間感染予防緊急対策事業」等の様々な補助制度を実施し、全ての医療機関に対し
て、医療従事者の感染対策に要する経費の支援を行っているところである。
 引き続き、感染状況を踏まえた上で、実施期間の延長等も含めて必要な支援を行って
いく。

⑩今年度の診療報酬のマイナス改定、また新型コロナ対応の診療報
酬の段階的減額は、医療機関の体制強化に逆行しており、早急に見
直し、１０月以降の病床確保料など、新型コロナウイルス感染症緊
急包括支援交付金の継続・拡充を早急に示すよう、国に求めるこ
と。

今年度の新型コロナウイルス対策に関連する診療報酬改定においては、新興感染症
等の対策に係る評価が見直され、感染対策向上に関する加算が新設・拡充されるなど、
必要な感染対策等の措置は診療報酬により評価されていると考える。

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の継続・拡充については、全国知事会
を通じて国に要望しているところである。
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⑪保健所体制を県庁全体で支えているが限界もある。現状の応援体
制強化を継続しつつ、保健師の大幅増員、保健所の個所数を元の６
か所（郡家、浜村、日野の復活）に戻すよう検討すること。

保健所の定数については、令和３年４月に、総合事務所を再編し「保健所」を総合事
務所内局として設置した上で、職員を令和３年４月に１６名増員した。その上で、県退
職保健師や市町村保健師の受入、県庁や総合事務所による現場応援や県庁におけるリ
モートによる応援等により機動的に対応している。このように３保健所体制の下、増員
や業務応援等により休日も含めて対応できる体制としており、今後も業務の状況に応
じて機動的な体制を確保していく。

⑫ワクチンは３回目までの接種の促進、また４回目接種は、新たに対
象となったケア労働者以外にも更に対象を拡大すること。新たな
変異株を想定した、ワクチンの開発・普及を検討するよう国に求め
ること。

３回目までのワクチン接種については、引き続き関係団体が連携して実施する。
なお、４回目接種の対象範囲については、現在、国において検討が進められているが、

対象範囲の拡大を全国知事会を通じて国に要望している。
 また、新たな変異株を想定したワクチンの開発・普及についても、全国知事会を通じ
て国に要望している。

⑬コロナ生活福祉資金の償還免除手続きの期限が８月末だが、世帯
主が非課税でなくても、本人が住民税所得割非課税かそれに近い
収入状況であれば償還免除の対象とすること。

生活福祉資金の特例貸付に係る返済免除の要件緩和については、全国知事会のほか
県独自でも国に対して要望してきている。

⑭感染拡大が続き、飲食店をはじめ各事業所の収入が回復していな
い。オミクロン株影響対策緊急応援金は５月末で受付終了してお
り、事業者への新たな応援金を創設すること。

新型コロナ感染拡大の第７波に加え、エネルギー・原材料価格高騰の影響が幅広い業
種に及んでいることを踏まえ、９月補正予算において、売上や利益が減少した事業者が
取り組む新型コロナ第７波・物価高騰対策支援、賃金引上げに取り組む事業者支援を検
討しているほか、飲食店向けの需要喚起策の拡充等についても検討している。

【９月補正】
・新型コロナ第７波・物価高騰に立ち向かう事業者支援事業 ８０２，０００千円
・賃金アップ環境整備応援補助金              １００，０００千円
・燃油及び原材料価格高騰・円安対策特別金融支援事業      １，０００千円
・新型コロナ安心対策認証店特別応援事業（追加販売）    １６０，０００千円

⑮労働者やフリーランスの休業補償制度を延長すること。また夏休
みが終わり、学校や保育施設で感染が広がり、休む子どもが増える
可能性がある。保護者の休業補償制度は、県独自制度の復活（委託
契約のないフリーランス）も含めて、しっかりと対応すること。事
業主の国保傷病手当制度を創設すること。

国の新型コロナウイルス感染症に係る雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金、新型コ
ロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金については、現在特例措置延長の議論がな
されており、その動向を注視していきたい。 

小学校等休業対応支援金については、個人事業主への更なる制度周知を行うととも
に、委託契約を結んでいないフリーランスも支援対象とするなどの要件緩和を行うよ
う、令和４年７月に国に要望を行った。 
 なお、県小学校休業等対応補助金については、令和２年の全国一斉の学校臨時休業を
受けて制度を創設した当時とは状況が異なることから、再創設は考えていない。 

国民健康保険の傷病手当については、権限を有する市町村が保険財政状況等を踏ま
え、それぞれの判断で実施されるものであり、事業主が国民健康保険の傷病手当の対象
となるよう、県が制度を創設することは考えていない。
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⑯空港検疫は、１日２万件を超える入国者に対し検査は数百件であ
る。海外の感染状況を踏まえた機敏な対応、検疫方針や体制の改
善、変異株・亜系統への万全な水際対策をとること。

水際対策については、国が対応すべきものであり、海外における変異株等の監視・研
究体制を強化し、科学的知見の速やかな収集・分析を行い、発生状況等に応じて検疫体
制を迅速に強化することを、全国知事会を通じて国に求めている。

３．サル痘対策について
サル痘は、７月２３日ＷＨＯが「緊急事態」を宣言し、現在国内４

名の感染が確認され、日本は「感染症危機情報レベル１」（渡航など
に関する注意喚起を促す）が発出されている。鳥取県が、直ちに「サ
ル痘対策情報連絡室」を設置し、医師会などへ協力依頼、保健所での
積極的疫学調査、鳥大附属病院・県立中央病院・県立厚生病院での治
療体制構築、県衛生環境研究所での検査体制整備を確認したことに
敬意を表する。同時に、サル痘だけでなく、新型コロナのオミクロン
株ＢＡ．５も、海外との往来が国内発生の要因となっており、渡航制
限と検疫強化を求めること。

これまで国内で確認されている４例はいずれも海外渡航歴や海外からの訪日者と接
触歴のある事例であり、現時点においては水際対策が重要な対策の一つであることか
ら、検疫において入国者に対する注意喚起や情報提供が行われているところであり、疑
い症例が確認された場合には連携して対応し県内での感染拡大防止に取り組むことと
している。

４．物価高騰対策について
令和４年６月の鳥取市消費者物価の総合指数は、前年同月比で＋

２．０％で８か月連続上昇している。上昇に寄与したものとして高い
ものから、電気代１７．１％、ガス代１５．８％、菓子類８．３％、
調理食品４．０％、野菜・海藻３．６％、教養娯楽サービス（宿泊料
等）１．２％、家賃０．６％と、生活に欠かせない分野での物価高騰
が顕著となり、暮らしや営業を圧迫している。その大きな要因は、ア
ベノミクスによる異次元の金融緩和策がもたらした異常円安であ
り、政治に責任がある。５月補正予算を組んだが、物価高騰が継続し
ている現状に鑑み、追加で補正予算を組み、物価高騰から暮らしと営
業を守る取組を早急に進めるよう求める。
①物価高騰への特効薬となる、消費税率５％への引き下げ、業者に新
たな負担を強いるＲ４年度中登録期限（９月末まで延長可）のイン
ボイス制度の中止・延期を、早急に国に求めること。

少子高齢化の急速な進展や国・地方ともに極めて厳しい財政状況の下で、国民が安心
し、希望が持てる社会保障の実現が求められていることを踏まえれば、国・地方双方に
とって増嵩する社会保障費の安定財源の確保は避けることのできない喫緊の課題であ
り、消費税率引下げを求めることは考えていない。

また、複数税率制度下において適正な税務経理や申告を行う上で、インボイス制度は
必要不可欠なものであり、制度の中止又は延期を求める考えはない。本県では、円滑な
制度移行に向けて、中小企業者等に混乱が生じないように実情を踏まえた対策をとる
ようこれまで国に要望しており、令和４年７月には、特に制度の変更に伴い影響が及ぶ
法人に対し、適切な措置を講ずるよう国に求めたところである。なお、令和４年度税制
改正大綱では、制度周知に加え、経営相談等の体制強化のほか、免税事業者が不当な取
扱いを受けないよう独占禁止法等の取扱の周知や相談対応など、事業者の準備状況等
を把握しつつ必要な対応を行うことが示されている。

②１０月からの最低賃金が審議されているが、最低賃金の引き上げ
は、とりわけ物価高騰のもとで、最低賃金決定の考慮要素である
「労働者の生計費」を保障する上で重要である。また現在最高額の
東京１，０４１円と鳥取県８２１円との格差は２２０円もあり、地
方からの人口流出・人口減少の要因にもなる。鳥取県弁護士会も求
めているように、中小企業への財政支援とセットで、全国一律の大
幅な最低賃金の引き上げを求めること。

最低賃金は、最低賃金法に基づき、地域の景気や企業収益の現状を精査し、公労使が
委員として参加する地方最低賃金審議会において慎重に議論され、その決定は厚生労
働省及び労働局の専権事項であるため、その動向を注視していきたい。  

なお、賃金引上げに関する支援としては、国の業務改善助成金が活用できるほか、県
においても、一定以上の賃金引き上げを行う中小企業・小規模事業者の生産性向上の取
組を支援する事業を検討している。 

【９月補正】 
・賃金アップ環境整備応援補助金              １００，０００千円
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要望項目 左に対する対応方針等 

③飲食店や事業所は、新型コロナ感染拡大の継続に加え、光熱水費等
の固定費や材料費等の価格高騰で、経営に深刻な影響が出ている。
「オミクロン株影響対策緊急応援金」は５月末で申し込みが終了
しており、業者への新たな固定費への支援制度を創設し、営業が続
けられるようにすること。また、コロナ対策「ゼロゼロ融資」は、
早い業者で来年３月に利子免除が終了し、元金返済据置期間の終
了による本格的な返済が始まるが、現状では倒産に追い込まれる
業者が出かねない。債務を軽減・免除する仕組みをつくること。

長期化するコロナ禍において、県はこれまでに独自で総額８６億円を超える応援金・
支援金を給付し、地域を支える事業者の事業継続支援に取り組んできた。
 コロナ禍の影響を受ける事業者支援は、本県のみならず全国共通の課題であり、７月
２５日には、知事が経済産業省政務官に対し、国において、「事業復活支援金」を参考
に新たな支援制度を創設するよう直接要望したほか、８月１８日の全国知事会第１回
くらしの安心確立調整本部においても、同様の内容を含む中小企業支援の拡充を要請
するなど、国に対して一元的な対応を求めたところであり、県単独での固定費への支援
制度の創設は考えていない。
 なお、新型コロナ感染拡大の第７波に加え、エネルギー・原材料価格高騰の影響が幅
広い業種に及んでいることを踏まえ、９月補正予算において、売上や利益が減少した事
業者が取り組む新型コロナ第７波・物価高騰対策支援、賃金引上げに取り組む事業者支
援を検討しているほか、飲食店向けの需要喚起策の拡充等についても検討している。
 また、ゼロゼロ融資を含めた既借入金に対しては、県内金融機関に対し返済緩和等の
柔軟な条件変更対応を求めるとともに、新たに必要となる資金に対しては、当面の返済
負担を軽減した最長５年間元本返済不要の期日一括返済型の資金を創設して支援して
いるところであり、債務そのものを軽減・免除する仕組みの導入は考えていない。

なお、本県のゼロゼロ融資の無利子期間は最長５年間としているため、他県より２年
長くなっている。

【９月補正】
・新型コロナ第７波・物価高騰に立ち向かう事業者支援事業  ８０２，０００千円
・賃金アップ環境整備応援補助金              １００，０００千円
・燃油及び原材料価格高騰・円安対策特別金融支援事業      １，０００千円
・新型コロナ安心対策認証店特別応援事業（追加販売）    １６０，０００千円

④生活困窮者への光熱費支援７，０００円の再支給を検討すること。 電気代等の高騰が継続している状況を踏まえ、５月補正予算で措置した生活困窮世
帯に対する市町村と協調した光熱費助成の追加実施を９月補正予算で検討している。

【９月補正】
・生活困窮者緊急支援事業                 １１９，０００千円
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要望項目 左に対する対応方針等 

⑤新型コロナ対策に奔走する医療機関からも、光熱水費の値上がり
に悲鳴が上がっている。鳥取市内の医療機関からは、「今年４月～
６月の光熱水費が２，１１６万円で、昨年の１，６１８万円に比べ
約５００万円増え、年間にして約１，２００万円負担が増える」。
また、県立中央病院でも「６月の電気代だけで約５００万円上がっ
た」と、大変深刻な事態である。病院などの保険医療機関は、光熱
水費が値上がりしても、別途入院患者から徴収することが認めら
れておらず、４月の診療報酬改定には光熱水費の値上がりが反映
されていないため、値上がり分は医療機関の持ち出しとなる。ま
た、食材費が値上がりしているが、１９９４年以降食事療養費は据
え置かれ、患者負担が増えるばかりである。医政局事務連絡（６月
７日付）（「令和４年度における新型コロナウイルス感染症対応地
方創生臨時交付金の取り扱い及びコロナ禍における『原油価格・物
価高騰等総合緊急対策』について」）は、「コロナの影響を受けてい
る医療機関において、食材費の値上げなど食事の提供にも影響す
る場合や光熱水費の高騰が生じている場合においても、地方公共
団体の判断により、臨時交付金の活用を検討することが考えられ
る」ともしている。何らかの手立てを検討すること。
〇地方任せではなく、国が責任をもって価格高騰分を補填する制度
を創設するよう求めること。

〇約１２億円ある「新型コロナウイルス感染症緊急事態対策調整
費」を活用し、医療機関に財政支援すること。また不足するよう
であれば、大幅な新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交
付金の追加配分を国に求めること。

〇２８年間据え置かれたままの食事療養費を引き上げ、固定費が賄
えるよう、患者１人１食ではなく１日当りの報酬として支払われ
るよう制度改善し、患者の食事療養費負担が増えないようにする
こと。

長期化が見込まれる原油やエネルギー価格等の物価高騰による影響は、全産業に及
ぶ全国的な課題であることから、国において実質的な電気代の負担軽減等の価格抑制
対策を講じるよう、本県及び全国知事会等を通じて国に対して要望を行っている。

あわせて、国が定める公定価格により経営を行う社会福祉施設や医療機関等におい
ては、食事提供に必要な食材費や光熱水費の高騰等により大きな影響が生じているこ
とから、臨時的な公定価格の改定等の対策を早急に講じるとともに、国において全国一
律の助成を行うなど、地方創生臨時交付金以外の制度の創設も含めた一層の支援の拡
充についても、同様に国に対して要望を行っているところである。

なお、本県においては、低利の融資制度を創設し、医療機関も含めた県内事業者の支
援を行っているところである。
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要望項目 左に対する対応方針等 

⑥７月２９日、政府が肥料価格高騰対策を閣議決定した。前年と比較
して肥料コスト上昇分の７割を、６月に遡って補填するとのこと
である。ただし、化学肥料２割低減に取り組むことが前提条件であ
り、土壌診断にコストがかかり十分な補填にならないとの声が農
家から出ている。農家が減肥しなかったことが価格高騰の要因で
はない。「化学肥料２割削減の前提条件」を無くし、価格上昇分を
全額補填すること。国補填への上乗せ支援を県独自で行い、市町村
にも補填を呼びかけること。

国の「みどりの食料システム戦略」において環境負荷低減のため２０３０年までに化
学肥料の使用量２０％低減という中間目標が示されている中、肥料価格高騰対策事業
の採択要件では、生産者が本年から２年かけて化学肥料の２割低減に向け、土壌診断や
生育診断など１５項目の取組メニューから２つ以上実施することになっており、生産
者や地域の実情に応じて無理なく選択できるものと考えている。
県は国の当該事業を踏まえ県独自の支援策（肥料コスト上昇分の３割の１／３を助

成）を９月補正で検討している。また、市町村が行う支援については、ＪＡグループに
おいて７月中旬に県市長会及び県町村会に独自支援の要請を行っている。

【９月補正】
・肥料価格高騰緊急対策事業                ２２０，０００千円

５．水田活用直接支払交付金の「見直し・削減」問題について
国は７月末に都道府県からの意見を締め切り、鳥取県は、「産地交
付金前提の地域ごとの生産体制があるため、農地全体の活用のあり
方と個別品目への継続支援についての検討」、「県内には生産条件不
利地の中山間地域が多く、見直しの影響で耕作放棄地の加速の懸念
があり、生産継続のための十分な対策の検討」を求めている。しかし、
国はいまだ方向性を示しておらず、放置すれば次期作に悪影響が出
る。いったん「見直し・削減方針」を凍結・撤回し、早急に交付金拡
充の方向性を示すよう求めること。

水田農業の経営安定化に向けて、「水田農業の直接支払交付金」等の十分な予算確保
と現場の実態を踏まえた継続した取組への支援を拡充するとともに、交付対象水田の
見直しについて、生産現場の取組状況を十分に検証し、今後の対応について生産者等へ
丁寧に説明するよう、令和４年４月と７月に国に要望を行ったところである。
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要望項目 左に対する対応方針等 

６．「看護職員等処遇改善事業」について
２０２１年１１月１９日閣議決定の「コロナ克服・新時代開拓のた
めの経済対策」に基づき、２０２２年２月～９月には、対象病院の看
護職員等の賃金を月額４，０００円、介護職員は月額９，０００円引
き上げるための補助金が交付され、１０月以降は診療報酬や介護報
酬への加算で対応し、看護職員等は月額１２，０００円に引き上げる
としている。賃上げは当然必要であるが、対象が「年間２００台以上
の救急者受け入れ」医療機関に限定されているため、同じようにコロ
ナ対策で奮闘しているにもかかわらず、智頭病院、発熱外来を担当す
る開業医、訪問看護ステーションは対象外となり、同じ法人内でも対
象病院であるか否かで給料が違ってくるという、不公平感のある制
度となっている。また賃上げ支援の対象者は、事業所の判断で、看護
職・介護職以外も認められるが、その分一人当たりの支給額が減り、
事務職員や薬剤師には認められず、チーム医療に分断を持ち込む事
態となっている。更に１０月以降、どの診療・介護報酬に加算するか
が、実施直前となった今でも明確にされておらず、報酬への加算で患
者負担が増える懸念もあり、賃上げの見通しが立たない状況である。
早急に、１０月以降、報酬加算によらない補助金の形で、全ての医療・
介護職員の処遇改善につながる制度を提示するよう、国に求めるこ
と。

看護職員・介護職員等の処遇改善においては、令和４年２月から実施されている看護
職員・介護職員等の収入引上げの措置に関し、令和４年１０月以降の更なる対応につい
ては診療報酬・臨時の介護報酬改定により対応することとされているが、看護職員・介
護職員等の処遇の確実な改善に向けて、適切な制度設計を行うよう、全国知事会を通じ
て国に要望している。

７．旧統一協会問題について
「旧統一協会」（現在：世界平和統一家庭連合）は、霊感商法、集
団結婚等反社会的な行為で多くの被害を出してきた反社会的なカル
ト集団であり、罪が確定した事件もある。今、行政機関や議員との接
点や癒着が全国的に大問題となっているが、鳥取県においてなかっ
たかどうか再点検・公表し、今後とも関与することがないようにする
こと。

現時点で旧統一教会に関与した事例は把握していない。今後も関与しない方針であ
る。

８．安倍元総理の国葬問題について
政府が９月２７日に実施するとしている安倍元総理の国葬は、国
民の中で評価が分かれている安倍氏を、国家として全面的に賛意・礼
賛し、国民に弔意を押し付け、国民の内心の自由を侵害するものであ
る。しかも、戦後「国葬令」は失効しており、法的根拠もない。国葬
に反対すること。また鳥取県や県教育委員会として、県民や子どもへ
の弔意や黙とうの強要、県立施設、学校等で半旗の掲揚を求めないこ
と。

安倍元総理の国葬については、政府は内閣府設置法に基づき、内閣府の所掌事務とし
て定められている「国の儀式」として実施（閣議決定）するものと承知している。
なお、黙祷や半旗掲揚については、閣議決定の内容や国からの依頼があれば、その必

要性を検討する。
また、県教育委員会として安倍元総理の国葬に関して、子どもへ弔意や黙とうを求め

ること、県立施設、学校等で半旗の掲揚を求めることは考えていない。
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要望項目 左に対する対応方針等 

９．憲法・軍事費増強・防衛問題について
①岸田総理が参議院選挙後、「できる限り早く憲法改定の発議に至る
取組を進めていく」とし、８月１０日の記者会見では、８月末の概
算要求を皮切りに約束してきた政策を本格的に実行に移すとし
て、最重要課題の第１に「防衛力の抜本強化」を挙げている。これ
らは軍事的緊張を高め、対岸諸国に近い鳥取県にとって深刻な事
態を生みかねない。憲法改定や軍事費増強、自衛隊美保基地の軍備
強化に反対すること。

防衛力の強化については、国の専権事項であり、国において議論されるべきものであ
る。

②米軍機低空飛行訓練の実態を把握するため、市町村から県に対し
騒音測定器の設置要望があった場合、県設置を検討すること。また
対策強化のため島根県や浜田市が行っていたように「情報収集員」
の市町村配置や、関係市町村と県で「対策協議会」を設置すること。
八頭町報や鳥取市支所だよりのように、「県政だより」でも目撃情
報の通報を県民に呼びかけること。

外交・防衛に関する事項は国の専権事項であり、米軍機の飛行訓練等については国の
責任において必要な措置が講じられるべきものであり、県として独自に騒音測定器等
を設置することは考えていない。なお、今年は８月に国に対して要望活動を行ったとこ
ろである。
また、今年７月から、新たに県のホームページに米軍機低空飛行訓練に係る目撃情報

の連絡先（市町村窓口）を掲載し、広く県民に目撃情報の提供について呼びかけている。
引き続き、住民の安全・安心確保のため、市町村と協力した監視体制を継続し、目撃情
報の都度、適切な措置を求めていくとともに、騒音測定器の設置を含め、米軍機の飛行
訓練等に対して国の責任において必要な措置を講ずるよう、働きかけていく。

１０．デジタル化関連について
①厚生労働省が、来年４月から、マイナンバーカードを健康保険証代
わりの利用を可能とする、「オンライン資格確認システム」の導入
を、医療機関・薬局に義務づけ、従来の保険証を使う患者の窓口負
担を増やすとしている。医療機関や薬局に新たな負担と、マイナン
バーカードを利用しない国民に負担金のペナルティを強いること
は、受療権の侵害であり、中止を求めること。

８月の中央社会保険医療協議会（中医協）において、令和５年度からのオンライン資

格確認システム導入の原則義務化とともに、本年１０月から、オンライン資格確認シス

テムを導入している医療機関等の初診の場合又はシステムを用いて処方されている薬

の情報を取得した場合に加算される制度となることが決まっている。 

医療機関や薬局に対しては、令和５年度からオンライン資格確認のためのシステム

導入が義務化されたが、国は医療機関等に対する導入経費の補助制度を設けている。 

これらの措置は、オンライン資格確認が医療ＤＸの根幹をなし、医療情報の利活用に

よる恩恵を享受する体制を構築するために行われたものであり、診療報酬の見直しを

求めることは考えていない。 
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②個人情報保護法改正に伴う鳥取県個人情報保護条例の改定が検討
されているが、法改正されたとはいえ、地方自治体の自治権が侵害
されることがあってはならない。自治体は個人情報保護の最後の
砦であり、鳥取県個人情報保護条例を一律に国の共通ルールに統
一して緩和すべきではない。「個人情報の範囲」は「容易照会可能
性」ではなく「識別可能性」があるものは全て保護対象とすること。
活用ありきで、従来県が独自に保護してきた要配慮個人情報（死者
情報や機微情報など）の保護が後退することがないようにするこ
と。仮に「公共の利益のための活用」と謳ったとしても、「匿名加
工情報」は提案する「個人情報ファイル」は絞り込み、加工に個人
情報を使用する本人に対し「事前連絡」し、「本人同意」を前提と
すること。鳥取県個人情報保護審査会は、市町村の自治権を尊重
し、市町村ごとに設置すること。

今回の改正個人情報保護法（以下「改正法」という。）において、全国的な共通ルー
ルが規定されたが、地方公共団体には一定の独自の保護措置が許容されており、死者の
情報保護を含め現行の県の保護水準を確保するよう条例の内容を検討している。
なお、改正法では個人情報に該当しない「個人に関する情報」についても厳格な保護

措置（漏えい防止・守秘義務等）が義務付けられている。
行政機関等匿名加工情報の活用においても、個人の権利利益の保護に支障が生じな

いことは大前提であり、事業の提案募集をする個人情報ファイル簿の絞り込みも行う。
その前提を踏まえ、改正法において、使用時の本人への事前連絡、本人同意を取る仕組
みは採用されていない。
 個人情報保護審査会の事務委託は、一律ではなく希望する市町村からのみ受託する
ことを検討している。

１１．生活保護を受給する身体障がい者の車の保有について
生活保護を受給している場合、身体障がいがあっても、新たに車

を保有することが認められていない。一方、車を保有したまま生活
保護を利用するに至った場合は、住まいの近くに公共交通機関が
なかったり、通院したりする場合は、車をそのまま保有し、使用す
ることが認められている。身体障がいがある方の移動権を保障す
るため、生活保護を受給する身体障がい者が、新たに車を保有する
ことを認めること。

生活保護は、生活に困窮する者が、その利用し得る資産、能力その他あらゆるものを

最低限度の生活の維持のために活用することを要件として行われるものとされている

ため、資産である自動車は原則として保有は認められていない。 

例外として、保護開始時点において既に保有している自動車であれば、一定の要件の
もとで事業用、通勤用及び通院用等として保有が認められる場合があるが、元々自動車
を保有していない者が、通常資産（処分）価値を有する自動車を新たに購入することは
資産の形成にあたるため、認められていない。

１２．ジェンダー平等について
①男女の賃金格差は、７月８日女性活躍推進法の省令・告示の改正に
よって、従業員３０１人以上の企業は公表が義務化され、１０１人
以上３００人以下の企業も何らかの情報公表が必要となった。鳥
取県として県内企業に賃金格差の公表と、是正計画の策定・公表を
求めること。

女性活躍推進法の省令・告示に基づく男女の賃金の差異の情報公表については、従業
員３０１人以上の事業主では必須項目となっているが、従業員１０１人以上３００人
以下の事業主では選択項目の１つではあるものの必須とはされていない。
女性の活躍に関する公表項目の選択にあたっては事業主の主体性が尊重されるべき

であり、県が賃金格差等の公表を求めることは考えていない。

②同性のカップルやその家族を認定する「パートナーシップ・ファミ
リーシップ制度」は、２００以上の自治体で施行され、都道府県で
は、青森県、秋田県、茨城県、群馬県、三重県、大阪府、福岡県、
佐賀県の８府県が実施し、県内では７月から境港市で始まった。同
性カップルの人権を保障するため、県内全域をカバーできる、県制
度を創設すること。

本県では、同性パートナーシップ制度という形によらず、実質的に同性パートナーの
方も等しく県の行政サービスを受けられる取組を行うとともに、性的マイノリティの
人権に関する啓発等に力を入れている。今後も引き続き、国の動きを注視しつつ、当事
者へのサービスの提供や支援のあり方を検討するなど、多様な性を認め合う社会づく
りを進めていく。
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③スコットランドでは、世界で初めて、地方自治体や教育機関に対
し、生理用品の無償提供を義務付ける法律が施行された。試験導入
を通じて学生にもアンケート調査を行い、６割の学生が価格や恥
ずかしさを理由に生理用品を入できていなかった実態が明らかと
なり、法制化に踏み出したとのことである。長引くコロナ禍と物価
高騰のもとで、生理用品の購入が困難になっていることが懸念さ
れる。県立学校において、試験導入や学生アンケートを実施し、県
立学校のトイレへの生理用品の無償配備を実現すること。

県立学校では、ほとんどの学校で保健室に生理用品を備え（一部の学校では女子トイ
レや職員室等にも配備）、必要な生徒からの申し出に応じて配布する形で対応してい
る。生徒が保健室に相談に来ることをきっかけに、養護教諭等が本人や家庭の状況を聞
き取り、場合によっては福祉分野など外部の関係機関につなげていくことで、背後にあ
る課題の根本的な解決を図るように努めている。そのため、試験的な導入やアンケート
の実施、また、一律に県立学校内の女子トイレ等に生理用品を配備することは考えてい
ない。

１３．西部犬猫センターについて
民間活力を導入し、新規建設・維持管理を民間で行うとしている

が、動物愛護・管理は、公である保健所の重要な任務であり、民間
業者を指導することも求められる。この公の任務を民間業者に委
ねれば、公が責任を全うできず、事業の持続性や、業者への指導の
公平性も失われる。鳥取県の直営で運営すること。

整備を検討している西部犬猫センターにおいて民間に委託するのは、現在保健所が
行っている犬猫の捕獲・収容、飼養管理と西部地区における動物愛護の普及啓発のみで
あり、これ以外の動物愛護管理法に基づく動物取扱業者等に対する指導・監督命令や犬
猫の譲渡適正判断、動物に関する苦情・相談対応等の業務については、引き続き保健所
が実施することとしている。

１４．鳥取県産業振興機構内のパワハラ問題について
複数の労働者からパワハラ被害の声が上がっている。「大声で怒

号を浴びせられた」、「人事評価で辞職に追い込まれた」、「契約期間
を更新せず辞職に追い込まれた」、「パワハラを受け銀行職員の出
向が取り止めになった」などである。こうした事態があるにも関わ
らず、加害者となっている役職員が労働者に謝罪もせず、昇給して
いた実態もあり、今もパワハラが続いていると聞いている。同機構
は鳥取県が１，５００万円出捐する公益財団法人であり、県統轄監
が評議員、県商工労働部長が副理事長に就いている。県の責任で、
実態を明らかにし、パワハラ加害役職員に謝罪と解任を求めるこ
と。尚、実態解明の際には、そのことを理由に労働者に圧力をかけ
たり、地位を脅かすことがないようにすること。

パワハラ防止については、労働施策総合推進法において、事業主に対して相談体制の
整備その他必要な措置を講じることが義務付けられており、その対応は個々の法人の
責務として自主・自律的に行うべきことと考える。
なお、指摘のあった法人ではハラスメント相談対応として、公正中立な立場の外部相

談員に相談できる体制を整備しているところであり、このほかにも公的な労働相談と
して県中小企業労働所（みなくる）や、国労働局等において対応しているところである。
 県としては、所管公益財団法人が明確に法令に違反するなどによって、法人の事業に
支障が生じる事態となれば適切に対処していく。


